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上場取引所 東 大 名上場会社名 兼 松 株 式 会 社
コード番号 ８０２０ 本社所在都道府県 東京都
（ＵＲＬ http://www.kanematsu.co.jp）
代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 倉 地 正
問合せ先責任者 役職名 財経部長 氏名 酒 井 峰 夫 ＴＥＬ（０３）５４４０－８９７９

中間決算取締役会開催日 平成１４年１１月１８日 中間配当制度の有無 有
中間配当支払開始日 － 単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000 株）

１. 平成１４年９月中間期の業績（ 平成１４年４月１日 ～ 平成１４年９月３０日 ）

(１) 経 営 成 績 (百万円未満切り捨て)

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
１４年９月中間期 ２１０,５６６ (△ 10.7 ) ２,７７９ ( 30.8 ) ３,０９５ ( 13.2 )
１３年９月中間期 ２３５,６６６ (△ 24.1 ) ２,１２５ (△ 44.4 ) ２,７３４ ( 15.6 )
１ ４ 年 ３ 月 期 ４５６,２９３ ５,０１６ ７,８４３

１ 株 当 た り
中間(当期 )純利益

中間(当期 )純利益
百万円 ％ 円 銭

１４年９月中間期 △ ３,１１８ ( － ) △ １０ ２８
１３年９月中間期 １,６６４ (△ 86.6 ) ５ ４８
１ ４ 年 ３ 月 期 ５,０９１ １６ ７７

（注）①期中平均株式数 14年9月中間期 303,516,895 株 13年9月中間期 303,570,563 株 14年3月期 303,569,259 株
②会計処理の方法の変更 無
③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(２) 配 当 状 況
１ 株 当 た り １ 株 当 た り
中 間 配 当 金 年 間 配 当 金

円 銭 円 銭
１４年９月中間期 ０ ００ －
１３年９月中間期 ０ ００ －
１ ４ 年 ３ 月 期 － ０ ００

(３) 財 政 状 態
１ 株 当 た り

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率
株 主 資 本

百万円 百万円 ％ 円 銭
１４年９月中間期 ４６５,７５６ ３２,７０２ ７.０ １０７ ７５
１３年９月中間期 ５３９,４９５ ２５,６５２ ４.８ ８４ ５０
１ ４ 年 ３ 月 期 ４７９,５３７ ３２,４０９ ６.８ １０６ ７７

（注）①期末発行済株式数 14年9月中間期 303,487,944 株 13年9月中間期 303,591,019 株 14年3月期 303,546,558 株
②期末自己株式数 14年9月中間期 106,451 株 13年9月中間期 3,376 株 14年3月期 47,837 株

２. 平成１５年３月期の業績予想（ 平成１４年４月１日 ～ 平成１５年３月３１日 ）
１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭
通 期 ４４０，０００ ８,５００ ５００ 未 定 未 定

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） １円 ６５銭
※ 上記業績予想に関する事項は、中間決算短信（連結）の添付資料５ページをご参照下さい。



売 上 高 内 訳
兼 松 株 式 会 社

取引形態別内訳

（単位：百万円）

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間
自 平成14年 4月 1日 自 平成13年 4月 1日 前 年 同 期 比
( ) ( )
至 平成14年 9月30日 至 平成13年 9月30日
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

% % %

輸 出 53,069 25.2 48,454 20.6 4,615 9.5

輸 入 72,203 34.3 76,618 32.5 △ 4,415 △ 5.8

海 外 32,969 15.7 43,954 18.6 △ 10,985 △25.0

国 内 52,324 24.8 66,639 28.3 △ 14,315 △21.5

合 計 210,566 100 235,666 100 △ 25,100 △10.7

事業区分別内訳

（単位：百万円）

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間
自 平成14年 4月 1日 自 平成13年 4月 1日 前 年 同 期 比
( ) ( )
至 平成14年 9月30日 至 平成13年 9月30日
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

% % %

Ｉ Ｔ 29,338 13.9 36,020 15.3 △ 6,682 △18.6

食 料 63,598 30.2 69,648 29.5 △ 6,050 △ 8.7

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ・ｴﾈﾙｷﾞｰ 59,469 28.3 65,647 27.9 △ 6,178 △ 9.4

鉄 鋼・プラント 40,995 19.5 42,559 18.1 △ 1,564 △ 3.7

繊 維 17,083 8.1 21,204 9.0 △ 4,121 △19.4

そ の 他 81 0.0 585 0.2 △ 504 △86.2

合 計 210,566 100 235,666 100 △ 25,100 △10.7

（注）消費税等の会計処理は税抜方式によっており、上記には消費税等の額は含まれておりません。
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損 益 計 算 書
兼 松 株 式 会 社

（単位：百万円）
当中間会計期間 前中間会計期間

科 目 自 平成14年 4月 1日 自 平成13年 4月 1日 前 年 同 期 比
( ) ( )
至 平成14年 9月30日 至 平成13年 9月30日
金 額 比 率 金 額 比 率 増 減 額 増減率

% % %
Ⅰ 売 上 高 210,566 100 235,666 100 △ 25,100 △ 10.7

Ⅱ 売 上 原 価 201,582 95.73 227,051 96.34 △ 25,469 △ 11.2
売 上 総 利 益 8,984 4.27 8,614 3.66 370 4.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,204 2.95 6,488 2.76 △ 284 △ 4.4
営 業 利 益 2,779 1.32 2,125 0.90 654 30.8

Ⅳ 営 業 外 収 益
1 受 取 利 息 2,149 2,880 △ 731
2 受 取 配 当 金 1,442 2,057 △ 615
3 そ の 他 828 1,015 △ 187
営 業 外 収 益 計 4,421 2.10 5,953 2.53 △ 1,532 △ 25.7

Ⅴ 営 業 外 費 用
1 支 払 利 息 3,698 4,962 △ 1,264
2 そ の 他 407 382 25
営 業 外 費 用 計 4,105 1.95 5,344 2.27 △ 1,239 △ 23.2
経 常 利 益 3,095 1.47 2,734 1.16 361 13.2

Ⅵ 特 別 利 益
1 有形固定資産等売却益 9 4 5
2 投 資有価証券売却益 505 1,209 △ 704
3 関 係 会 社 等 整 理 益 － 117 △ 117
4 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 813 280 533
特 別 利 益 計 1,328 0.63 1,612 0.68 △ 284 △ 17.6

Ⅶ 特 別 損 失
1 有形固定資産等処分損 12 3 9
2 投 資有価証券売却損 119 126 △ 7
3 投資有価証券評価損 5,379 141 5,238
4 事 業 構 造 改 革 損 － 1,569 △ 1,569
5 関係会社等事業整理損 423 － 423
6 関係会社等貸倒引当金繰入額 205 － 205
7 債務保証損失引当金繰入額 426 － 426
8 退職給付会計基準

変更時差異償却額 642 642 －
特 別 損 失 計 7,209 3.42 2,482 1.05 4,727 190.5

税 引 前 中 間 純 損 益 △ 2,786 1.32 1,863 0.79 △ 4,649 －
法人税、住民税及び事業税 332 0.16 197 0.08 135 68.5
法 人 税 等 調 整 額 － － 2 0.00 △ 2 －
中 間 純 損 益 △ 3,118 1.48 1,664 0.71 △ 4,782 －

（ 参 考 ）
貸倒償却・引当金繰入額 86 114 △ 28
( 販売費及び一般管理費に含む )

－単２－



貸 借 対 照 表
兼 松 株 式 会 社

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

当中間期末 前事業年度 当中間期末 前事業年度科 目 増 減 額 科 目 増 減 額
(平成14年9月末) (平成14年3月末) (平成14年9月末) (平成14年3月末)

Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債

1 現 金 及 び 預 金 21,417 17,867 3,550 1 支 払 手 形 4,666 5,822 △ 1,156

2 受 取 手 形 4,972 7,497 △ 2,525 2 輸 入 荷 為 替 手 形 20,747 29,111 △ 8,364

3 売 掛 金 105,029 114,859 △ 9,830 3 買 掛 金 29,997 30,505 △ 508

4 有 価 証 券 15 15 － 4 短 期 借 入 金 104,660 171,145 △ 66,485

5 た な 卸 資 産 25,850 29,974 △ 4,124 5 社債(１年内償還) 8,200 8,200 －

6 前 渡 金 12,244 5,967 6,277 6 前 受 金 7,574 2,178 5,396

7 繰 延 税 金 資 産 4,528 3,729 799 7 デリバティブ債務 964 226 738

8 短 期 貸 付 金 65,770 64,343 1,427 8 繰 延 ヘ ッ ジ 利 益 125 156 △ 31

9 デリバティブ債権 381 2,911 △ 2,530 9 そ の 他 23,651 25,864 △ 2,213

10 繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 761 333 428 流 動 負 債 合 計 200,588 273,211 △ 72,623

11 そ の 他 12,640 13,001 △ 361

貸 倒 引 当 金 △ 1,300 △ 1,300 － Ⅱ 固 定 負 債

流 動 資 産 合 計 252,310 259,199 △ 6,889 1 長 期 借 入 金 225,435 167,623 57,812

2 退 職 給 付 引 当 金 1,363 1,052 311

Ⅱ 固 定 資 産 3 債務保証損失引当金 5,666 5,240 426

1 有 形 固 定 資 産 12,734 12,796 △ 62 固 定 負 債 合 計 232,465 173,916 58,549

2 無 形 固 定 資 産 111 106 5

3 投資その他の資産

(1) 投 資 有 価 証 券 106,241 109,078 △ 2,837 負 債 合 計 433,054 447,128 △ 14,074

(2) 長 期 貸 付 金 79,323 27,953 51,370

(3) 固定化営業債権 43,223 99,420 △ 56,197 Ⅰ 資 本 金 19,472 19,472 －

(4) 繰 延 税 金 資 産 19,446 20,245 △ 799 Ⅱ 資 本 剰 余 金

(5) そ の 他 5,630 5,996 △ 366 資 本 準 備 金 18,008 18,008 －

貸 倒 引 当 金 △ 53,264 △ 55,260 1,996 資 本 剰 余 金 合 計 18,008 18,008 －

投資その他の資産計 200,601 207,434 △ 6,833 Ⅲ 利 益 剰 余 金

固 定 資 産 合 計 213,446 220,337 △ 6,891 当期未処分利益又は
中間未処理損失(△) △ 1,343 1,775 △ 3,118

利 益 剰 余 金 合 計 △ 1,343 1,775 △ 3,118

Ⅳ その他有価証券
評 価 差 額 金 △ 3,415 △ 6,838 3,423

Ⅴ 自 己 株 式 △ 20 △ 9 △ 11

資 本 合 計 32,702 32,409 293

資 産 合 計 465,756 479,537 △ 13,781 負債及び資本合計 465,756 479,537 △ 13,781

－単３－



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

1. 資産の評価基準及び評価方法
(1)有価証券

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法によっております。
その他有価証券
①時価のあるもの…中間決算日前１ヵ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。
②時価のないもの…移動平均法による原価法によっております。

(2)デリバティブ
時価法によっております。

(3)たな卸資産
移動平均法による原価法によっております。
ただし、販売用不動産は個別法による原価法によっております。

2. 固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産…定率法によっております。

ただし、建物（附属設備を除く）及び賃貸用固定資産については定額法によっております。

(2)無形固定資産…定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法によっております。

3．引当金の計上基準
(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異（ 6,423百万円）については、５年による按分額を費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(3)債務保証損失引当金
関係会社等に対する債務保証に関して生じる損失に備えるため、相手先の財政状態等を勘案して個別に

設定した損失見積額を計上しております。

4．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

5. リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

6. ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法…原則として繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、金利スワップ取引のうち、適用要件を満たすものについては特例処理によっ
ております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）商品関連…商品先物取引、商品先渡取引

為替関連…為替予約取引、通貨スワップ取引
金利関連…金利スワップ取引、金利オプション取引

（ヘッジ対象）商品関連…商品売買に係る予定取引
為替関連…外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引
金利関連…借入金、社債

③ヘッジ方針…当社の内部規程に基づき、営業活動及び財務活動における商品の価格変動リスク、為替変動
リスク及び金利変動リスク等の市場リスクをヘッジしております。

7. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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表示方法の変更

（ 中間貸借対照表 ）
従来、「固定化営業債権」には財務諸表等規則第32条第１項第10号の債権及び一部の債務超過である関係会社に
対する債権を表示しておりましたが、他社との比較可能性を高めるため、当中間期より財務諸表等規則第32条第１
項第10号の債権のみを表示しております。
なお、前事業年度の「固定化営業債権」には、財務諸表等規則第32条第１項第10号の債権 44,907百万円及び主
として長期貸付金 54,512百万円が含まれております。

追 加 情 報

（ 自己株式及び法定準備金取崩等会計 ）
当中間期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用しておりま
す。これによる当中間期の損益に与える影響はありません。
なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の資本の部については、改正後の中
間財務諸表等規則により作成しており、前事業年度の要約貸借対照表の資本の部についても改正後の表示区分に読
み替えて表示しております。

注 記 事 項

（ 中間貸借対照表関係 ）

当中間会計期間末 前 事 業 年 度 末

1. 有形固定資産の減価償却累計額 3,128 百万円 3,490 百万円

2. 担保に供している資産 27,683 百万円 28,517 百万円
取引保証及び信認金等の代用 995 百万円 1,105 百万円

3. 保証債務 34,074 百万円 49,353 百万円

4. 受取手形割引高 3,212 百万円 3,060 百万円
受取手形裏書譲渡高 7 百万円 10 百万円

（ 有価証券関係 ）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

1. 当中間会計期間末（平成14年 9月30日現在）

中間貸借対照表計上額 時 価 差 額

関連会社株式 9,680 百万円 8,699 百万円 △ 981 百万円

2. 前事業年度末（平成14年 3月31日現在）

貸 借対 照表 計上額 時 価 差 額

関連会社株式 9,644 百万円 8,459 百万円 △ 1,184 百万円

－単５－
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